
（公表日）平成26年7月31日

公益法人の
区分

国所管、都
道府県所管
の区分

1
一般財団法人経済産業調
査会

普通会員費
（法人会費、年会
費）

162,000 162,000 4月30日

「経済産業公報」、「リーチレター」、「経
済産業統計」等による経済産業に関す
る正確な情報を迅速に収集することを
目的とするもの。経済産業に関する市
場、貿易、産業等の最新の動向を収集
し、情報を活用することは、事業全般
の成果向上及び事業方針の検討に必
要不可欠である。

2
一般社団法人日本内部監
査協会

正会員
（法人会費、年会
費）

100,000 100,000 6月30日

国内外における内部監査の動向把握
や情報収集、及び同法人が主催する
研修を受講することにより、役職員の
専門的能力の向上を図ることを目的と
するもの。会員限定の研修会や一般
研修会への優遇参加が可能であり、
配布される監査関連の研究資料等を
通じて、内部監査の品質及び専門的
能力の向上のためには必要不可欠で
ある。

262,000

*公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公益法人の場合

合計

交付先法人名称 名目・趣旨
交付額
（単位：円）

支出先法人が定め
る会費一口当たり
の金額、もしくは最
低限の金額
（単位：円）

交付日等
（支出決定日）

支出の理由等

平成２６年度第１四半期における公益法人等への契約以外の支出の状況


